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１章 背景と問題意識 

  新型コロナウイルス感染症の影響拡大・長期化をきっかけに、社会・経済活動では、

これまでの対面中心からオンラインでの商談・取引や会議、テレワークを始めとするデ

ジタルを活用した取組みが加速している。 

  離れた人や組織をつなげるデジタル化は、地理的なハンディキャップがある一方、潜

在的な人材や豊かな地域資源に恵まれている地方にこそ大きな可能性をもたらし、既に

ヒトやモノの大都市圏への一極集中にも変化の兆しが見られる。 

  このような中、本県では、令和３年(2021年)３月に「愛媛県デジタル総合戦略」を策

定し、行政・暮らし・産業の様々な分野におけるＤＸ（Digital Transformation：デジ

タル技術とデータの活用による社会経済の構造変革）に取り組んでいるところである。 

  この度、この戦略・戦術をさらに具現化するため、産学官の連携による優れたデジタ

ル人材の育成・誘致、県内産業等のＤＸの力強い推進及び県外ＩＴ企業の誘致強化の推

進に取り組み、これらを連動させることで、好循環のスパイラルにより地域経済の活性

化を図ることとする。 

 
 

２章 プランの体系 

位 置 付 け 
愛媛県デジタル総合戦略を具現化するためのアクションプランの
一つ 

推 進 体 制 
最高デジタル責任者(ＣＤＯ)を司令塔とする愛媛県デジタル総合
戦略本部 

推 進 期 間 令和４(2022)年度～令和12(2030)年度の９年間 

推 進 方 法 
愛媛県デジタル総合戦略を踏まえながら、１年ごとに進捗状況等を
検証の上、適宜見直し 

長期的に目指す姿 
令和12(2030)年度までに、ＤＸを支えるデジタル人材の１万人輩
出、一人当たり県民所得の300万円への引き上げ 

基 本 的 方 向 性 

項  目 主 な 取 組 み 
ＤＸを支え
るデジタル
人材の育成 

・推進基盤 
・高度ＩＴ人材等の育成・誘致 
・ＤＸ推進人材の育成 
・未来のデジタル人材の育成(裾野拡大) 

力強いＤＸ
の展開 

・愛媛スタイルの産業ＤＸの推進 
・愛媛県ならではの行政ＤＸの推進 

民間企業と
の一層の連
携・協働 

・先駆的なＤＸ関連企業やユニークな技術を有するス
タートアップ企業との包括連携協定を締結し、連
携・協働 
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３章 長期的に目指す姿 

  令和12(2030)年度までに、 

   (1) ＤＸを支えるデジタル人材を１万人輩出 

   (2) 「えひめ版ＤＸ」の実行による県内産業の競争力・収益力の強化を図り、県内

総生産を５兆円（平成30(2018)年度）から 5.2兆円（令和12(2030)年度)に増大さ

せて、一人当たり県民所得※を 265万円から 300万円への引上げ 

 の実現を目指す。 

 
   ※ 雇用者報酬のほか、財産所得や企業の利潤など県民や県内企業などが得た所得の合計を県の総人

口で割ったものであり、個人の所得水準を表す指標ではない。 

 

 

 

４章 基本的方向性 

  ３章で掲げた長期的に目指す姿を実現するため、 

   (1) ＤＸを支えるデジタル人材の育成 

   (2) 力強いＤＸの展開 

 の２つを基本的な方向性の柱としつつ、これらを連動させ、好循環のスパイラルを創出

することで、デジタル変革による地域経済の活性化を目指す。 

 

 １ ＤＸを支えるデジタル人材の育成 

   全国的にデジタル人材の不足が叫ばれる中、地域のデジタル変革を進め、県内産業

の競争力・収益力の強化を図るためには、産業のＤＸ推進を担うＩＴエンジニアを含

むデジタル人材の育成、確保が不可欠である。 

   このため、産学官が緊密に連携し、産業界が求めるデジタル人材を教育、育成する

体制を構築するとともに、即戦力となる高度ＩＴ人材※等の育成・誘致、ＤＸ推進人材

の育成、未来のデジタル人材の育成に取り組む。 
     ※ ミドルからハイレベル層のＩＴ人材で、プログラミングやウェブ技術、クラウド、ＡＩ、Ｉ

ｏＴ、ビッグデータなどに対応でき、即戦力として社内プロジェクトを遂行できる者のことを
指す。 

 

デジタル人材とは、ＩＴ製品・サービスを作るエンジニア人材と、ＩＴ技術を活用できる企業内

人材の両方を含み、デジタル改革・実装を進める全ての担い手を指す。 
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  (1) 推進基盤 

    県内産業のＤＸを推進し、地域経済の活性化を図るためには、産業界のニーズを

丁寧にくみ取り、企業が求めるスキルを持ったデジタル人材の教育・育成が不可欠

であるため、これまで愛媛県が進めてきた民間企業との連携の力をデジタル人材の

育成でも活かして、産学官の緊密な連携体制を構築する。 

 

   ① 愛媛県デジタル人材育成推進会議 

      ＩＴ産業界、教育機関、行政機関が人材ニーズや課題等を共有し、県内企業

が求めるデジタル人材を教育・育成するための基盤として令和３（2021）年12

月に設置する。 
 
      （目  的） 

        産学官がそれぞれの人材ニーズや課題、育成策を共有し、各機関の取組

みに反映させるとともに、連携してデジタル人材育成の取組みを推進する。 
 

（構 成 員） 

       ＩＴ産業界（県内ＩＴ企業関係団体、誘致ＩＴ企業） 

       教 育 機 関（大学、高等専門学校、専門学校等） 

       行 政 機 関（県、県教育委員会） 
 

 
 

   ② 愛媛県ＩＴ人材バンク 

      地元ＩＴ企業から寄せられた人材ニーズを教育機関につなげるとともに、県

内企業とＩＴスキルを有する人材をマッチングし、実践的なインターンシップ

と事後研修を効果的に実施することにより、企業の求める人材育成や地元就職・

定着支援につなげていくため、官民連携のコンソーシアムを設置する。 
        ※ キャリアコンサルタントが参加者の専門性をヒアリングした上で、インターンシップ

と事後研修を実施する。 
 
      （目  的） 

        県内企業のＩＴ人材ニーズを共有するとともに、就職・定着につながる

即戦力人材を育成することで、ＩＴ産業の重点的振興と県内企業のＤＸを

推進し、本県産業の競争力強化と地域経済の活性化を図る。 
 
      （構 成 員） 

       金融機関（地方銀行等） 

       教育機関（大学、高等専門学校、専門学校等） 

       行政機関（県、労働局） 
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  (2) 高度ＩＴ人材等の育成・誘致 

    即戦力として活躍可能な高度ＩＴ人材については、全国的に人材不足が深刻化し

ていることから、海外や首都圏等からの誘致に取り組むとともに、若手人材の県内

での就職・定着促進に取り組む。 

    また、これらの人材を本県に呼び込み・定着させるには、県内に優良なＩＴ企業

等を創出していくことも重要であるため、デジタル分野での起業を目指す優秀な若

者の育成にも取り組む。 

    さらに、県内の大学と連携した地域で活躍できるデジタル人材の育成に取り組む。 

 

   （主な施策） 

    ○海外や首都圏等からの高度ＩＴ人材の誘致 

     ・海外(ネパール等)からの高度ＩＴ人材の受入れ 

       県内ＩＴ企業等の人材不足を解消するため、ア 

      ジア圏域の優秀なＩＴ人材を発掘し、県内企業と 

      のマッチング、受入促進に取り組む。 
 
     ・県外ＩＴ人材とのマッチング支援、副業人材の活用支援 

       ＩＴ人材の誘致を進めるため、県外から即戦力となるＩＴ人材を確保する

県内企業を支援するとともに、県内企業が副業人材のスキルを活用する取組

みを後押しする。 

 

    ○デジタル分野で起業を目指す若者の育成 

       高付加価値な新サービスを創出できるＩＴ企業 

      の増加による県内経済の持続的発展を図るため、 

      県内で地域課題の解決を担うＩＴ企業の起業を目 

      指す者を対象としたプログラムブートキャンプを 

      開催する。 

 

    ○若手高度ＩＴ人材の県内での就職・定着支援 

      県内産業を支える中核人材となる学生の県内定着及びＵＩＪターン就職を促

進し、県内企業のＩＴ人材の確保を図るため、一定のＩＴスキルレベルを有す

る人材が県内の対象企業に就職した場合、奨学金の返還助成を行う。 
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    ○産業技術専門校によるＩＴ系スキルの習得支援 

     ・離職者訓練、知識習得訓練等（ＩＴ資格取得の促進） 

       ＩＴに関する専門的な知識や実践的な技能を習 

得させ、ＩＴ資格の取得を促進することで、ＩＴ 

人材の質的・量的な確保を図る。 
 
     ・産業人材育成対策 

       ＩＴ産業界が求める人材を育成するため、クリエイターとなるための基礎

技能を習得するための職業訓練を行う。 

 

    ○県内大学との連携による育成 

      県内大学との覚書や個別協定等に基づき、大学におけるデジタル人材育成の

ための新学部、学科、コースの設置や社会人等を対象とするリスキリング講座

を充実することにより、地域で活躍できるデジタル人材の育成を図る。 

 

  (3) ＤＸ推進人材の育成 

    日々進化するデジタル技術は、本県の幅広い産業分野においてさらなる競争力強

化をもたらす可能性を有しており、ＤＸによる産業の活性化を通じて雇用の創出や

需要の喚起を図ることが期待されている。 

    また、コロナ禍により環境が一変する中、アフターコロナを見据え、デジタルを

活用した経営課題の解決や新ビジネスの創出といった攻めの取組みも求められてい

る。 

    このため、的確な経営判断で社内のＤＸを主導できる経営層の人材や社内でＤＸ

プロジェクトを推進できる中核人材など、企業内のＤＸ推進人材の育成に取り組む。 

 

   （主な施策） 

    ○経営層の意識改革 

      企業のＤＸ推進には経営者の意思決定が鍵となる 

     ことから、経営層を対象に、デジタルを活用した業 

     務変革の必要性を理解し、的確な経営判断により、 

     自社でのＤＸを主導するためのセミナーを行う。 

 

    ○社内でＤＸプロジェクトを推進できる中核人材の育成 

      実務者として自社のビジネスの現状を十分に理解 

     した上で、社内でＤＸプロジェクトを創出し、推進 

     体制を構築してけん引できる人材を育成するため、 

     企業の中核人材を対象に研修を行うほか、データ分 

     析結果を適切に評価・判断し、業務効率化や新ビジ 

     ネス創出につなげていける人材を育成するための公 

     開講座を実施する。 
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    ○社内のＤＸを実践できる人材の育成 

社内のＤＸに向けた取組みを実践できる人材を育 

成するため、育成方針やプログラム等の構築や研修 

など、企業における人材育成の取組みを支援する。 

 

    ○ＩＴベンチャーとの協業を通じた社内人材の育成 

       県内企業における最先端デジタル技術の実装等 

      を促すため、えひめＡＩ・ＩｏＴ推進コンソーシ 

      アム※を中心とした普及啓発セミナーを開催する。 
         ※ 県内企業における生産性向上と付加価値創出、新産 
          業育成に向けて、ＡＩ、ＩｏＴ、ビッグデータ、ロボ 
          ット等の先端技術の導入・活用促進を支援する産学金 
          官によるコンソーシアム。 

 

  (4) 未来のデジタル人材の育成（裾野拡大） 

    少子高齢化が進展し、全国的にＩＴ人材が不足する中、産業全体のＤＸを推進す

るためには、デジタル人材の裾野拡大が急務となっていることから、将来、本県産

業の中核を担う大学生等の若年者や女性、障がい者などの多様な人材の育成に取り

組む。 

 

   （主な施策） 

    ○ＩＴ企業と県内大学の連携による大学生のＩＴリテラシー向上 

      将来、県内産業のＤＸを支える地元ＩＴ企業で活 

     躍する人材や、企業でＩＴ技術を活用できる人材を 

     創出するため、県内大学とＩＴ企業等が協働し、大 

     学生を対象としたデジタルリテラシー向上のための 

     講座を実施する。 

 

    ○若年者の実践的なプログラミング技術の習得支援 

      就職後の業務でデジタル技術を使いこなし、プロ 

     グラマー等の技術者とも連携しながら課題解決を実 

     践できる人材を育成するため、短期のプログミング 

     研修と実際の企業課題をテーマとしたハッカソン※ 

     を実施する。 
        ※ 様々な参加者が協議・協力しながらプログラムを開発する取組み 

 

    ○社会人等のリスキリング支援 

      女性や障がい者など多様な人材がその個性と能力を活かしてデジタル人材と

して県内企業で活躍できるよう、デジタルスキルのリスキル支援に取り組む。 
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    ○将来性あるデジタル技術の習得による、多様な働き方で活躍できる人材の育成 

副業や兼業、フリーランスといった多様な働き方により活躍するデジタル人

材の育成を目指し、Web3.0関連技術など、将来性があり個人としても稼ぐこと

ができるデジタルスキルの習得支援に取り組む。 

 

 ２ 力強いＤＸの展開 

   県内でのデジタル人材の育成と、受け皿となる産業のＤＸは車の両輪のような関係

にあることから、「愛媛スタイルの産業ＤＸ※の推進」として、ＩＴ関連産業だけでな

く、製造業、農林水産業、サービス業などの幅広い既存産業において、産業の高付加

価値化や生産性の向上を図るとともに、デジタル人材の集積を強みとして、県外のＩ

Ｔ関連企業等の誘致を強化していく。 

   併せて、行政のＤＸも強力に推進し、県・市町協働での取組みや、手のひら県庁に

向けた行政手続き等のオンライン化により、県民の利便性を飛躍的に向上させ、全国

標準のプラットフォームとなるモデルの創出を図る。 
     ※ 第一次産業が中心の南予地域、第二次産業が集積する東予地域、第三次産業が盛んな中予地

域と全国的にも珍しいバランスの取れた産業構造や、豊富な農林水産品や多様な自然環境とい
った地域資源等の本県の強みを活かしたＤＸの推進。 

 

  (1) 愛媛スタイルの産業ＤＸの推進 

    県内各地域で育まれてきた産業の特性や強みを生かし、さらに伸ばすことを意識

しながら、コロナ禍を踏まえた「新たな日常」にも対応した強靭でしなやかな産業

のＤＸを推進する。 

    また、テレワーク等の働き方改革やＢＣＰの観点から、都市部の企業が地方へオ

フィスを分散化する動きが見られることから、戦略的かつ効果的な誘致活動につな

げるため、デジタルマーケティングを活用した広報活動にも取り組む。 

 

   （主な施策） 

    ○産業ＤＸを牽引するフラグシップモデルの創出 

     ・フラグシップモデル創出に向けた支援 

       県内全体にＤＸの取組みを波及させるため、先 

駆的に自社のＤＸに取り組む県内企業に対する支 

援を行うことで、ＤＸの参考事例となるフラグシ 

ップモデルを創出する。 

 

     ・ＤＸ伴走支援アドバイザーによる支援 

       デジタル技術の活用に精通し、高い専門的知識や経験を有した外部人材を

ＤＸ伴走支援アドバイザーとして委嘱し、ＤＸの推進を検討する中小企業に

対する相談支援を行う。 
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    ○ＤＸ投資※に対する支援 

      ウィズコロナ時代における社会経済の変化に対応 

     するために必要となるデジタル技術やデータを活用 

     した新たなビジネスモデルへの転換や生産プロセス 

     の改善に向けた設備投資を支援し、県内企業の持続 

     的な発展を図る。 
         ※ 新ビジネスモデルへの転換や生産プロセス改善に 
          向けた設備投資 

 

    ○各種産業分野におけるデジタル実装加速化 

     ・トライアングルエヒメ推進事業の実施 

       デジタル技術やロボットを活用した地域課題の解決にチャレンジするとと

もに、その取組内容を市町や民間事業者等と共有することにより、デジタル

技術等を活用して利便性や効率性を高めていく動きを県内の各地域、各種産

業分野に広げ、本県産業の稼ぐ力の更なる強化を図る。 

 

    ○デジタルマーケティング等による訴求力のある企業誘致 

      Ｗｅｂセミナーやサテライトオフィス誘致特設サ 

     イトなどの訴求力のある情報発信を通じ、地方拠点 

     に興味を示す企業に的確に情報を届けるとともに、 

     その企業情報をタイムリーに取得し、戦略的で効果 

     的な誘致活動につなげるため、デジタルマーケティ 

     ングを活用した広報活動を実施する。 

 

  (2) 愛媛県ならではの行政ＤＸの推進 

    「愛媛県デジタル総合戦略」に基づき、「誰ひとり取り残さない県民本位のスマー

トえひめ」を実現するため、常に、インクルーシブ(包摂)の観点を意識しつつ、サ

ービスデザイン思考※1に基づく行政運営に努め、時間、場所を問わずに行政サービス

が最適な形で受けられる県民本位の行政のＤＸに取り組む。 

    特に、業務の可視化やＢＰＲ(Business Process Re-engineering)※2、行政手続き

のオンライン化、データの利活用などに県が率先して取り組むとともに、本県の強

みである県内20市町と築き上げてきた連携体制や、官民共創デジタルプラットフォ

ームでのＤＸ推進会議等を最大限活用し、県と市町が協働しながら本県ならではの

行政のＤＸを目指す。 
      ※１ 単に機能をそのまま利用者に提供するのではなく、利用者が必要とする形でサービスを

提供し、提供者もサービス利用者として捉え、使いやすい仕組みにすることで、利用者のメ
リットを最大化しようとする考え方。 

      ※２ 業務の効率化や生産性の向上を図るため、業務の流れや仕組みを全面的に見直し再構築
すること。現状を肯定し改良する「改善」にとどまらず、現状を否定し新たな世界を切り拓
く「改革」を目指すもの。 
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   ① 市町業務の標準化・オンライン化モデルの構築 

      県主導のもと市町と連携して、市町業務の調査・分析を行うとともに、業務

フローや様式(帳票)の標準化に取り組んだ上で、デジタル技術を活用したソリ

ューションを共同開発し、市町へ展開する。 

 

   ② 市町協働での高度デジタル人材シェアリング等の推進 

      自治体ＤＸの推進には、デジタルの各分野に通じた高い専門性を有する外部

人材等を確保し活用することが必要となるが、これらの人材は全国的にも限ら

れており、県内20市町全てに配置することは困難であることから、共通課題で

あるＤＸを推進できる人材の確保に県と市町が協働して取り組み、シェアする

仕組みを構築することにより、各自治体の人的・財政的負担を抑えながら、質

の高いＤＸを広域的に実現し、デジタル技術の効果的な活用による新たな価値

の創出を図る。 

      また、「誰ひとり取り残さない県民本位のスマートえひめ」の実現に向けて、

地域事業者とも連携しながら、スマートフォンの操作方法などで支援を必要と

している住民がいつでも気軽にワンストップで相談できる場や継続的な学びの

機会を提供することで、デジタル活用の不安解消を支援することにより、地域

の共通課題であるデジタルデバイドの解消モデル構築に一体的に取り組み、誰

もがデジタル化の恩恵を享受できる地域社会の実現を目指す。 

 

   ③ 手のひら県庁に向けた行政手続き等のオンライン化 

スマートフォンなど様々なデバイスに対応し、 

いつでも・どこでも、県の行政手続きや施設利用 

予約を行える環境を整備し、利用者目線に立った 

行政サービスの提供と、業務効率化の推進を図る。 

また、県が利用するシステムを県・市町で共同 

利用を行い、県民サービスの向上と行政の業務効 

率化を図る。 

 

 ３ 民間企業との一層の連携・協働 

   これまで、多くの先駆的なＤＸ関連企業は元より、ユニークな技術を有するスター

トアップ企業とも包括連携協定を締結し、連携・協働を進めてきたところである。 

   今後は、次の観点に特に注力し、本県の官民共創拠点※も活用しながら取組みを一層

加速させる。 

    ○愛媛オリジナルの産業・暮らし・行政のＤＸやデジタル人材育成の推進 

    ○デジタル技術を用いた地域課題や行政課題のソリューションのいち早い 

     社会実装と全国への発信 
      ※ オンライン上で官民共創を図る「デジタル官民共創拠点」や、既存の首都圏の官民共創拠

点を活用する「首都圏官民共創拠点」のほか、今後、県庁第二別館の建替えに合わせて県庁
内に設置予定の「県内官民共創拠点」の３拠点。 
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 ４ 財源の確保 

   長期的な視点でＤＸを展開していくため、基金の創設を検討し、１００億円規模の

基金造成を目指す。 

    ○効率的な事業執行等により財源をねん出し、基金 

     に積立て 

    ○人材育成や社会実装の加速化など、ＤＸの推進に 

     要するハード・ソフトの経費の財源として活用 

    ○財源を確保し、長期的な視点でのＤＸを展開 

 
 


